
( 長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱 )

　（目的）

第１　この要綱は、本市内において、排水設備の設置（くみ取り便所の水洗便所

　への改造及びし尿浄化槽からの切り替えを含む。以下同じ。）を行おうとする者

　に対する資金の融資あっせん、及び排水設備の設置を行おうとする高齢者に対

　し資金の助成をすることにより、排水設備の普及の促進を図り、もって快適な

　生活環境の整備に寄与することを目的とする。

　（定義）

第２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

　ころによる。

　⑴　排水設備　長野市公共下水道条例（昭和41年長野市条例第122号。以下「公

　　共下水道条例」という。）第２条第６号に規定する排水設備、長野市農業集落

　　排水処理施設の管理に関する条例（平成６年長野市条例第36号。以下「農集

　　排条例」という。）第２条第４号に規定する排水設備又は長野市戸別浄化槽の

　　管理に関する条例（平成16年長野市条例第100号。以下「戸別浄化槽条例」

　　という。）第２条第４号に規定する排水設備をいう。

　⑵　排水義務者等　公共下水道条例第２条第９号及び農集排条例第２条第２号

　　に規定する排水義務者、戸別浄化槽条例第２条第２号に規定する住宅等所有

　　者をいう。

　⑶　受託金融機関　設置資金の融資を行う金融機関で、次に掲げるものをいう。

　　ア　株式会社八十二銀行

　　イ　株式会社長野銀行

　　ウ　長野信用金庫

　　エ　ながの農業協同組合

　　オ　グリーン長野農業協同組合

　　カ　長野県信用組合

　　キ　長野県労働金庫

　（融資対象者）

第３　排水設備設置資金（以下「設置資金」という。）の融資の申込みをすること

　ができる者（市税を滞納していない者に限る。）は、住居として使用されている

　建物（第10の２に規定する申請を行う建物を除く）に排水設備の設置を行おう

　とする排水義務者等及びその者の同意を得た親族又は当該建物の使用者のうち、

　次の各号のいずれかに定める者（法人を除く。）とする。

長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱

― 332 ―



( 長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱 )

　⑴　受託金融機関の定める条件に適合する者

　⑵　前号の条件に適合しないため融資を受けられない者で、次に掲げる要件を

　　満たす者

　　ア　市民税の所得割が賦課されていないこと。（同一世帯に市民税の所得割が

　　　賦課されている者がある場合を除く。）又は、経済的に相当の理由があると

　　　認められること。

　　イ　市内に居住していること。

　　ウ　現に自らが居住する建物（共同住宅を除く。）に排水設備の設置を行うこ

　　　と。

　　エ　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者でないこと。

　　オ　水道料金、下水道事業受益者負担金、下水道事業受益者分担金、農業集

　　　落排水事業分担金又は戸別浄化槽事業分担金及び下水道使用料を滞納して

　　　いないこと。

　　カ　設置資金の償還能力を有すること。

　　キ　連帯保証人による保証が得られること。

　（助成対象者）

第３の２　排水設備設置資金高齢者助成金（以下「助成金」という。）の申請をす

　ることができる者（市税を滞納していない者に限る。以下「助成対象者」とい

　う。）は、自らが居住する住居として使用されている建物（第10第１項及び２項

　に規定する申請を行う建物を除く）に排水設備の設置を行おうとする排水義務

　者等で、次の各号に掲げる要件をいずれも満たす個人とする。

　⑴　長野市に住民登録のある申請時の年齢が71歳以上の者であること。

　⑵　水道料金、下水道事業受益者負担金、下水道事業受益者分担金、農業集落

　　排水事業分担金又は戸別浄化槽事業分担金及び下水道使用料を滞納していな

　　いこと。

　⑶　同一世帯に属する者の所得額の合計が150万円未満であること。

　⑷　生活保護世帯に属していないこと。

　（連帯保証人の資格）

第４　第３第２号キに定める連帯保証人は、次の各号に掲げる要件を満たす者で

　なければならない。

　⑴　市内に居住し、融資申込者と独立した生計を営むこと。

　⑵　一定の職業を有し、所得額220万円以上であること。

　⑶　年齢満20歳以上満65歳未満であること。

　⑷　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者でないこと。

　⑸　市税、水道料金、下水道事業受益者負担金、下水道事業受益者分担金、農
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　　業集落排水事業分担金又は戸別浄化槽事業分担金及び下水道使用料の滞納が

　　ないこと。

　（融資額）

第５　設置資金の融資額は、排水設備の設置に係る工事費（店舗併用住宅は業務

　のみに使用する部分を除く。）の範囲内で、15万円以上80万円以下とする。ただ

　し、５万円単位とする。

２　共同住宅について前項の規定を適用する場合は、同項本文に掲げる額は、当

　該共同住宅の構成単位となる１戸当たりの額とする。

３　一般住宅及び店舗併用住宅の内、合併浄化槽からの切替えの場合を除く排水

　設備工事について次の各号に掲げるいずれかの要件を満たす場合は、第１項本

　文に掲げる金額は15万円以上100万円以下とする。

　⑴　起点となる掃除口から検査口までの屋外配管延長が30メートルを超える場

　　合

　⑵　大便器２個以上を水洗式に切替える場合

　（助成金の額）

第５の２　助成金の額は、当該建物に係る排水設備工事計画の確認の申請書（以

　下「確認申請書」という。）が次の各号のいずれかに定める日から起算して１年

　以内に受理されている場合に限り、排水設備の設置に係る工事費（店舗併用住

　宅は業務のみに使用する部分を除く）の１割（１円未満の端数があるときは、

　当該端数を切捨てた額）とする。ただし、５万円を上限とする。

　⑴　当該建物の敷地が下水道法（昭和33年法律第79号。以下「法」という。）第

　　９条及び第25条の６に定める供用開始の公示（以下「公共下水道の供用開始」

　　という。）がなされた区域にある場合の公共下水道条例第７条第１項に定める

　　確認申請書については、公共下水道の供用開始の日

　⑵　当該建物の敷地が公共下水道条例第29条第１項に規定する特別使用許可を

　　（以下「特別使用許可」という。）を受けた土地である場合の第７条第１項に

　　定める確認申請書については、特別使用許可日又は当該建物の下水を流入す

　　るための排水管と公共下水道の接続地点の公共下水道の供用開始日のいずれ

　　か遅い方の日

　⑶　農集排条例第６条第１項に定める確認申請書については、第２条第２号に

　　定める排水義務者となった日

　⑷　戸別浄化槽条例第10条第１項に定める確認申請書については、第５条に定

　　める設置完了日

　（償還期間及び利率）

第６　設置資金の償還期間は、融資の実行日から起算して５年以内とする。
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２　設置資金の融資利率は、次の各号に定めるとおりとする。

　⑴　第３第１号に規定する者に対する融資　年１パーセント

　⑵　第３第２号に規定する者に対する融資　無利子

　（償還方法等）

第７　設置資金の償還方法は、次の各号に定めるとおりとする。ただし、いつで

　も繰上償還をすることができるものとする。

　⑴　第３第１号に規定する者に対する融資　元利均等月賦償還

　⑵　第３第２号に規定する者に対する融資　元金均等月賦償還

　（返還）

第８　長野市上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、設置資金の融資

　又は助成を受けた者が次の各号の一に該当するときは、第６第１項の規定にか

　かわらず、当該設置資金の融資又は助成を受けた者に対し、設置資金の全部又

　は一部を返還させることができる。

　⑴　設置資金を融資又は助成の目的以外の目的に使用したとき。

　⑵　偽りその他不正な手段により融資又は助成を受けたとき。

　⑶　その他正当な理由がなく融資又は助成の条件に違反したとき。

　（受託金融機関の定める条件）

第９　第５から第８までに定めるもののほか、融資の条件は、受託金融機関の定

　めるところによる。

　（融資の申込み）

第10　第３第１号に規定する者（以下「１号対象者」という。）は、設置資金の融

　資を受けようとするときは、排水設備設置資金融資対象者証交付申請書（様式

　第１号）及び市税の納付確認に関する同意書（様式第２号）に次の各号に掲げ

　る書類を添えて管理者に提出しなければならない。

　⑴　工事金額見積書

　⑵　その他管理者が必要と認める書類

２　第３第２号に規定する者（以下「２号対象者」という。）は、設置資金の融資

　を受けようとするときは、排水設備設置資金融資申込書（様式第３号）及び市

　税の納付確認に関する同意書（様式第２号）に次の各号に掲げる書類を添えて

　管理者に申し込まなければならない。

　⑴　住民票（申込者の世帯全員に係るもの）

　⑵　印鑑証明書（申込者及び連帯保証人に係るもの）

　⑶　市・県民税課税内容証明書（申込者及び連帯保証人に係るもの）

　⑷　身分証明書（申込者及び連帯保証人に係るもの）

　⑸　収入を証明できる書類（申込者に係るもの）
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　⑹　納税証明書（連帯保証人に係るもの）

　⑺　保証書（様式第４号）

　⑻　工事金額見積書

　⑼　その他管理者が必要と認める書類

３　第１項の申請書及び第２項の申込書は、公共下水道条例第７条第１項、農集

　排条例第６条第１項、又は戸別浄化槽条例第10条第１項に規定する排水設備の

　工事の確認の申請を行う際提出しなければならない。

　（助成金の申請）

第10の２　助成対象者は、助成金の交付を受けようとするときは、排水設備設置

　資金高齢者助成金交付申請書（様式第12号）及び市税の納付確認に関する同意

　書（様式第13号）に次の各号に掲げる書類を添えて管理者に申込まなければな

　らない。

　⑴　同一世帯に属する者の内、学齢期の者及び学齢に達していない者を除く全

　　員の市・県民税課税内容証明書

　⑵　工事金額見積書

　⑶　その他管理者が必要と認める書類

２　第１項の申請書は、公共下水道条例第７条第１項、農集排条例第６条第１項、

　又は戸別浄化槽条例第10条第１項に規定する排水設備の工事の確認の申請を行

　う際提出しなければならない。

　（融資あっせんの決定）

第11　管理者は、第10第１項の申請書の提出があったときは、融資対象者である

　ことを確認の上、排水設備設置資金融資対象者証（以下「融資対象者証」とい

　う。）（様式第５号）を申請者に交付するものとする。

２　管理者は、第10第２項の申込書の提出があったときは、内容を審査し、融資

　あっせんの可否を決定するものとする。

３　管理者は、前項の審査において必要と認めるときは、長野市上下水道局排水

　設備設置資金融資審査委員会に付し、融資あっせんの可否を決定するものとす

　る。

４　前項の審査の結果、適当と認めるときは、管理者は排水設備設置資金融資依

　頼書（様式第６号）により受託金融機関に融資を依頼するとともに、排水設備

　設置資金融資あっせん決定通知書（以下「融資あっせん決定通知書」という。）

　（様式第７号）により２号対象者にその旨を通知するものとする。

　（助成金の交付決定)

第11の２　管理者は、第10の２の申請書の提出があったときは、助成対象者であ

　ることを確認の上、工事見積額に基づき助成金交付予定額を算定し排水設備設
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　置資金高齢者助成金交付決定通知書（様式第14号）により通知するものとする。

　（損失補償)

第12　管理者は、第11第４項の規定により受託金融機関に設置資金の融資を依頼

　する場合において、当該設置資金の融資を受けた者の債務不履行により受託金

　融機関が損失を受けたときは、当該受託金融機関との契約に基づき、その損失

　を補償するものとする。

　（融資あっせんの期限)

第13　次の各号の一に該当するときは、融資対象者証または融資あっせん決定通

　知書による融資あっせんの決定は無効とする。

　⑴　融資あっせん決定通知書の発行の日から６ヵ月以内に公共下水道条例第７

　　条第４項、農集排条例第６条第４項、又は戸別浄化槽条例第10条第３項に規

　　定する排水設備の工事の完了の届出がないとき。

　⑵　融資対象者証または融資あっせん決定通知書の発行の日から６ヵ月以内に

　　第15第２項に定める設置資金の融資決定の通知が受託金融機関からないと

　　き。

　（助成の期限)

第13の２　排水設備工事計画の確認申請が承認された日から６ヵ月以内に公共下

　水道条例第７条第４項、農集排条例第６条第４項又は戸別浄化槽条例第10条第

　３項に規定する排水設備の工事の完了の届出（以下「排水設備工事完了届」と

　いう。）がないときは、助成対象者に対する助成は無効とする。

　（受託金融機関での手続)

第14　設置資金の融資を受けようとする者は、受託金融機関所定の申込書に、１

　号対象者にあっては融資対象者証を、２号対象者にあっては融資あっせん決定

　通知書を添えて、受託金融機関へ申し込まなければならない。

　（融資の決定)

第15　受託金融機関は、前条の規定による申込みについて所定の審査を行い、適

　当と認めるときは、融資を決定し、その旨を申込者に通知しなければならない。

２　受託金融機関は、前項の規定による融資の決定を行ったときは、排水設備設

　置資金融資決定通知書（様式第８号）により管理者に通知しなければならない。

　（工事の設計変更等)

第16　設置資金の融資を受けた者は、排水設備の設置に係る工事の設計変更によ

　り、工事費の額に変更があったときは、直ちにその旨を管理者に届け出なけれ

　ばならない。

２　前項の場合において、設置資金の融資額を変更しなければならないときは、

　管理者は、受託金融機関に通知するものとする。
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　（融資の実行）

第17　管理者は、第15第２項の規定により通知を受けた設置資金の融資に係る工

　事が公共下水道条例第７条第４項、農集排条例第６条第４項又は戸別浄化槽条

　例第10条第３項に規定する検査（以下「排水設備工事完了検査」という。）に合

　格したときは、排水設備設置資金融資実行依頼書（様式第９号）により、受託

　金融機関に融資の実行を依頼するものとする。

　（助成金交付額の確定及び交付）

第17の２　助成対象者は排水設備工事完了届の提出後速やかに排水設備設置資金

　高齢者助成金対象工事完了報告書（様式第15号）に排水設備工事代金の領収書

　（原本）を添えて管理者に提出するものとする。

２　管理者は、前項に規定する報告書を審査の上、工事代金の支払額に基づき交

　付予定額の範囲内で交付額を確定し、助成対象者に排水設備設置資金高齢者助

　成金交付額確定通知書（様式第16号）により通知する。

３　助成対象者は、前項の規定による助成金交付額確定通知を受けたときは、排

　水設備設置資金高齢者助成金交付請求書（様式第17号）により請求しなければ

　ならない。

４　管理者は、前項に規定する請求により交付するものとする。

　（融資の状況報告）

第18　受託金融機関は、融資を実行した時は融資対象者の各月の予定未償還残高

　が記載された書類、融資が完済された時は完済日が記載された書類を管理者に

　提出しなければならない。

２　受託金融機関は、定期的に融資の状況を排水設備設置資金融資状況報告書（様

　式第10号）により管理者に報告しなければならない。

３　前項の規定にかかわらず、管理者は、特に必要と認めるときは、受託金融機

　関に対し随時融資状況の報告及び関連する資料の提出を求めることができるも

　のとする。

　（利子補給）

第19　管理者は、受託金融機関に対し、融資対象者と受託金融機関の契約に基づ

　く元利均等月賦償還の毎月末の予定償還残高（本人及び受託金融機関の都合に

　より当該月の償還予定分が翌月に繰り越される場合は、これを考慮しない。）に

　別に定める利率を乗じて算定した額の利子補給を行うものとする。ただし、繰

　上返済後の予定償還残高に係る利子補給は行わない。

　（連帯保証人の変更）

第20　設置資金の融資を受けた者（２号対象者に限る。以下第21第１項において

　同じ。）は、連帯保証人が第４各号の一に該当しなくなった場合その他連帯保証
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　人を変更しようとするときは、直ちに管理者に届け出て、その承認を受けなけ

　ればならない。

２　管理者は、連帯保証人の変更を承認したときは、その旨を受託金融機関に通

　知するものとする。

　（住所変更の届出）

第21　設置資金の融資を受けた者又は連帯保証人は、住所を変更したときは、直

　ちにその旨を管理者に届け出なければならない。

２　第20第２項の規定は、前項の場合について準用する。

　（排水設備設置資金融審査委員会）

第22　第11第３項の審査を行うため、長野市上下水道局排水設備設置資金融資審

　査委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２　委員会は、委員長及び委員で組織する。

３　委員長は、上下水道局長とし、委員は次に掲げる職にある者を充てる。

　上下水道局総務課長　上下水道局営業課長　上下水道局下水道整備課長

　（委員長の職務等）

第23　委員長は、会議を総理し、委員会を代表する。

２　委員長に事故あるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代

　理する。

３　委員長は、委員会を招集し、会議の議長となる。

　（書記）

第24　委員会に書記を置き、長野市上下水道局職員のうちから管理者が任命する。

２　書記は委員長の命を受け、委員会の所掌事務に従事する。

　（文書の様式）

第25　この要綱に定める文書の様式については、管理者が別に定める。

　（補則）

第26　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、管理者が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成７年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成８年４月１日）から

　　　附　則（平成23年４月１日）まで略

　（経過措置）

２　施行期日前に確認申請を受理した者の内、施行期日以後に融資が実行された
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　者においては、要綱第６第２項第１号に規定する融資利率を適用する。

３　改正期日以後、融資の返済中にある者についての要綱第18第１項に定める融

　資の実行を証明する書類については、改正前の要綱第18第１項に定める排水設

　備設置資金利子補給明細書（様式第11号）に代えることもできる。

　　　附　則

　この要綱は、平成24年４月1日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成25年４月1日から施行する。
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１　融資希望額の欄は工事費の範囲内で15万円から５万円単位になります。

　　融資限度額は工事の内容、戸数等によって異なりますのでご注意ください。

２　店舗併用住宅は業務のみに使用する部分の工事費を差し引いた額の範囲内

　　で融資希望額を記入してください。

３　私道内共同管及び宅地内排水ポンプの補助金を受ける場合は、工事費から

　　補助金を差引いた額の範囲内で融資希望額を記入してください。

４　工事内容及び住宅の種類の欄は、該当するものを○で囲んでください。

５　金融機関所定の保証制度の対象となるご年齢は、概ね八十二銀行…72歳、

　　農協…65歳、その他の金融機関…70歳までです。

☐　市税の納付確認に関する同意書

☐　見積書(店舗併用住宅は業務のみに使用する部分は融資の対象とならないた

　　め、分けて記載してください。)

☐　位置図

☐　排水設備設置資金融資の申込みに係る同意書(排水設備工事申請者本人が融

　　資を申込む場合は不要)

（注意）

(添付書類)

( 長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱 )

様式第１号（第 10 関係）

排水設備設置資金融資対象者証交付申請書

年　　  月　  　日　
長野市上下水道事業管理者　様

　次のとおり排水設備設置資金の融資を受けたいので、融資対象者証の交付を申

請します。

　※太枠の中を記入してください。

住　　所

ふりがな

氏　　名

施 工 場 所 ☐住所に同じ　☐その他　→　長野市

工　事　費

工 事 内 容 住宅の種類 持家　　貸家　　借家排水設備新設　浄化槽切替え

備　　　考

生 年 月 日 　年　月　日（　　歳）

融 資 希 望
金融機関名

支店
支所

融資希望額
（下記注意参照）

償 還 希 望
回 数

共同住宅の場合は、居住
可能戸数

指定工事店名
及び代表者名

印

回円

円

印

戸

受付番号

工事確認申請審査終了年月日

　　　　年　　月　　日

第　　　　号

連絡先
電話番号

（　）

　－

申　

込　

者

〒　　　−
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様式第2号（第10関係）

市税の納付確認に関する同意書

年　　月　　日　

長野市長　　　　　様

　長野市上下水道局排水設備設置資金融資対象者証の交付申請に当たって、市税

の納付状況を確認することに同意します。

　　　　　　住　　所

　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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申　

込　

者

連
帯
保
証
人

申　

込　

者

連
帯
保
証
人

職　
　

業

勤　

務　

先

☐住民票（世帯全員）
☐印鑑証明書
☐市･県民税課税内容証明書
☐工事金額見積書
☐

☐住民票（本人）
☐印鑑証明書
☐市・県民税課税内容証明書
☐納税証明書（未納の市税がな
　いこと）
☐保証書（様式第４号）

( 長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱 )

様式３号（第 10 条関係）

排水設備設置資金融資申込書

年　　月　　日　

長野市上下水道事業管理者　様

　次のとおり排水設備設置資金の融資を受けたいので、申し込みます。

第　　　号＊受付番号

生 年 月 日 　年　月　日（　歳）

注＊欄は、記入しないでください。

有の場合所在地

勤務先名称
有・無

生 年 月 日 　年　月　日（　歳）

所在地

名　称

住 　 所

長野市

長野市施 工 場 所

円 円

回

工　事　費融資希望額

融 資 希 望
金融機関名

添 付

書 類

指定工事店
名及び代表
者 名

備 考

支店
支所

償還希望
回 数

連絡先(電話)　（　）

氏 　 名 印

印

ふりがな

住 　 所

長野市

連絡先(電話)　（　）

氏 　 名 印

ふりがな
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( 長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱 )

様式第４号（第10関係）

保　証　書

　下記の者が長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱（以

下「あっせん要綱」という。）により排水設備設置資金（以下「資金」という。）

の融資のあっせんを受けるに当たっては、あっせん要綱及び融資を受ける金融機

関と結ぶ金銭消費貸借契約（以下「契約」という。）の条項を誠実に守らせます。

　また、本人が資金を返済することができない場合には、要綱及び契約の定める

ところにより本人に代わって私が返済いたします。

記

　　　　　　　　　借受人住所

　　　　　　　　　氏　　　名

　　　　　　　　　　　　　　　（　　年　　月　　日生）

　　年　　月　　日

長野市上下水道事業管理者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　印

収　入

印　紙
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☐　市税の納付確認に関する同意書

☐　市・県民税課税内容証明書（全部事項の証明）

　　＊住民票が分かれているか否かに関わらず、同居している方

　　　のうち中学生以下の子供を除く全員の証明書が必要です。

☐　排水設備指定工事店の見積書（写し可）

　　＊店舗併用住宅の場合、業務のみに使用する部分は助成の対

　　　象外になります。添付する見積書には、住居部分か業務用

　　　部分なのかが分かるように記載していただくよう、契約し

　　　た指定工事店にお伝えください。

☐　位置図

(添付書類)

( 長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱 )

様式第12号（第10の２関係)

排水設備設置資金高齢者助成金交付申請書

年　　  月　  　日　

長野市上下水道事業管理者　様

　※太枠の中を記入してください。

　　長野市上下水道局排水設備設置資金融資あっせん及び助成要綱第10の２の規

　定に基づき、住民基本台帳の閲覧に同意し助成金の交付を申請します。

住　　所

ふりがな

氏　　名

長野市

建 物
所在地

印

受付番号 第　　　　 号

連 絡 先
電話番号

（　　　）　　　　　－

申　

請　

者

〒　　　−

生年

月日
　　年　　月　　日

　　　　（　　歳）

工事費
見積額

円長野市
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様式第13号（第10の２関係）

市税の納付確認に関する同意書

年　　月　　日　

長野市長　　　　　様

　長野市上下水道局排水設備設置資金高齢者助成金の申請に当たって、市税の納

付状況を確認することに同意します。

　　　　　　住　　所

　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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